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わが国のエネルギー・環境政策に関する審議の状況 

長期エネルギー需給見通し小委員会(2015年1－7月、11回） 

発電コスト検証WG(2015年2－5月、7回） 

再生可能エネルギー導入促進関連制度改革小委員会
(2015年9月－、） 

火力発電に係る判断基準WG(2015年7月－、） 

原子力事業環境整備検討専門WG(2015年7月－、） 
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エネルギー基本計画改訂(2014年4月閣議決定） 
総合資源エネルギー調査会(経済産業省資源エネルギー庁） 

エネルギー・環境イノベーション戦略策定WG(総合科学技術・イノベーション会議の下）
（2015年12月－16年3月） ACE(Actions for Cool Earth)2.0 

COP21に向けた
約束草案決定 
（2030年の温暖
化対策目標） 

COP21でパリ協定
成立（12月12日） 

地球温暖化対策計画 
（中環審・産構審合同会議） エネルギー革新戦略 



エネルギー需要・一次エネルギー供給 

２０３０年度 
（省エネ対策後） 

２０１３年度 
（実績） 

エネルギー需要 

最終ｴﾈﾙｷﾞｰ消費 

熱 
ガソリン 
都市ガス 
等７５％ 

電力 
２５％ 

３６１百万ｋｌ 

徹底した省エネ 
5,030万kl程度 

（対策前比▲13%程度） 

電力 
２８％ 
程度 

熱 
ガソリン 
都市ガス
等７２％
程度 

経済成長 
１．７％／年 

３２６百万ｋｌ程度 

一次エネルギー供給 

４８９百万ｋｌ程度 

２０３０年度 

自給率２４．３％ 
程度 

２０１３年 ６％ 

改善 

石油３２％程度 

石炭２５％程度 

天然ガス１８％程度 

原子力１１～１０％ 
程度 

再エネ１３～１４％ 
程度 
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10,650億kWh程度 
省エネ＋再エネ 

で約４割 

電力需要・電源構成 

徹底した省エネ 
1,961億kWh程度 
（対策前比▲17%） 

電力 
９８０８ 
億kWh 
程度 

電力需要 電源構成 

（総発電電力量） 

12,780億kWh程度 

（総発電電力量） 

２０３０年度 ２０３０年度 ２０１３年度 
（実績） 

経済成長 
１．７％／年 

電力 
９６６６ 
億kWh 

石油 ２％程度 

石炭２２％程度 

ＬＮＧ２２％程度 

原子力１８～１７％ 
程度 

再エネ１９～２０％ 
程度 

省エネ１７％程度 

再エネ２２～２４％ 
程度 

原子力２２～２０％ 
程度 

ＬＮＧ２７％程度 

石炭２６％程度 

石油 ３％程度 

（送配電ロス等） 

水力 ８．８ 
    ～９．２％程度 

太陽光 ７．０％程度 

風力 １．７％程度 

    ﾊﾞｲｵﾏｽ  
３．７～４．６％程度 

地熱 １．０ 
    ～１．１％程度 
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エネルギーミックスにおける政策目標 
「長期エネルギー需給見通し」では、安全性、安定供給、経済効率性及び環境適合に

関する政策目標のバランスを図っている。 
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平成27年4月 長期エネルギー需給見通し 骨子（案）関連資料  
総合資源エネルギー調査会 長期エネルギー需給見通し小委員会（第8回会合） 資料4 

電力コスト 

(2013年) 



エネルギーミックスの前提となる省エネの想定 

• 最終エネルギー消費 は、石油危機後並みの大幅なエネルギー効率改善（約  -2.3%/年）

を想定。 2030年度の電力需要も2013年度とほぼ同レベルに抑えることを見込んでいる。 

 

6 
平成27年4月 長期エネルギー需給見通し 骨子（案）関連資料  
総合資源エネルギー調査会 長期エネルギー需給見通し小委員会（第8回会合） 資料4 

電力需要 エネルギー効率の改善 



2013年比 1990年比 2005年比 

米国 ▲18～21% 
（2025年） 

▲14～16％ 
（2025年） 

▲26～28％ 
（2025年） 

EU ▲24% 
（2030年）  

▲40％ 
（2030年） 

▲35％ 
（2030年） 

わが国の約束草案における国際貢献の記述(抜粋)： 
ＪＣＭを構築・実施していく。日本政府の事業により2030年度までの累積で5,000万から１億t-ＣＯ２の国際的な排出
削減・吸収量が見込まれる。また、ＪＣＭのほか、産業界の取組を通じた優れた技術の普及等により2030年度に
全世界で少なくとも10億t-CO2の排出削減ポテンシャルが見込まれる。併せて、途上国の排出削減に関する技術
開発の推進及び普及、人材育成等の国際貢献についても、積極的に取り組む。 

主要国の約束草案の比較 

日本 
 

▲２６％ 
 (2030年) 

▲１８％ 
 (2030年) 

▲２５．４％ 
 (2030年) 
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低炭素社会の実現に向けて、各化学品製造プロセスを、こうした従来型のエネルギー多消
費型から脱却させる、例えば膜分離プロセスや触媒技術、プラズマ反応、バイオプロセス利
⽤等の先端技術を駆使し、従来と異なる⽣産プロセス・イノベーションを創出する。これにより、
⼤幅な省エネルギー及びCO2 排出削減と経済性向上を実現する。 
 
＜膜分離技術＞ 
（技術インパクト） 
・ 現状の蒸留塔を⽤いた⽣産プロセスと同等の純度や回収率を得つつ、蒸留塔プロセスと
⽐較して50％以上のエネルギー消費効率の向上を実現する。 
（技術概要） 
膜材料の緻密な細孔制御等によって化学物質を分離する技術で、連続で⼤量の基質を処
理できるため、⾮平衡で分離できれば⼤幅な省エネルギーが実現可能となる。近年、無機膜
や⽀持体等の技術が発達し、液体-液体、液体-気体、気体-気体等の様々な分離プロセスで
膜分離技術が使⽤可能となっており、分離プロセスの⾰新が期待されている。 
（技術課題） 
・ 膜分離プロセスでは、分離膜の材質、形態、分離対象の物質のサイズ等様々な因⼦が影

響するため、蒸留プロセスのように対象物の沸点や蒸気圧等の対象物質固有の物性値から
分離性能を予測することができない。実績が豊富な系以外は、基礎的なデータや類似事例
から分離性能等を推測せざるを得ないが、⼗分なデータ、情報は揃っていない。 
・ 分離対象に応じた輸送・膜透過特性の解明と、⻑期に安定し、⻑寿命な膜材料の開発及
び⽣成物の系外輸送と副⽣反応抑制を両⽴させる膜－反応場システムの開発が必要となる。 

エネルギー・環境イノベーション戦略(案)における膜分離に関する記述 
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ご清聴ありがとうございました 
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公益財団法人 地球環境産業技術研究機構(RITE) 
Research Institute of Innovative Technology for the Earth 
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